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住宅行政法制（住生活基本法、建築基準法、住宅品質確保法、景観法、
公営住宅法など）の全体像（民間の指定確認検査機関やディベロッパーな
どの住宅市場の活用を含む）を分かり易く解説するとともに、住宅行政の
実務において留意すべき法的問題点を紹介し、判例で確立した解釈を整
理して提示。

●住宅市場法制と行政法学を俯瞰的に捉えて検討しており、住宅行政法
制の全体像を理解することができる。
●個別の住宅行政法の趣旨、目的、規制手段の説明に加え、法令相互の関
係が整理されており、住宅法制全体の仕組みを理解することができる。
●住宅行政実務に多大な影響を及ぼす重要判例について、具体的な事実
関係を丁寧に記述することにより、実務担当者の判例理解をサポート。
●『自治体職員のためのようこそ地方自治法』（2015年11月発刊）や自治
体向けセミナーで読み易さ・分かり易さが評判であり、国交省住宅局へ
の勤務経験も有する板垣勝彦氏による執筆。

住宅行政を担当する自治体職員が把握すべき
住宅行政法制の全体像を分かり易く整理
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この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送り
ください。

お客様よりお預かりしたお名前・住所等の個人情報は、商品や代金請求書の発送、アフターサービス、弊社商品・サービスのご案内をするために使用いたします。ご同意のうえ
お申し込みくださいますようお願いいたします。ご不明な場合、また個人情報の照会、訂正、削除を希望される場合は、フリーダイヤルにてご連絡ください。お客様よりお預かり
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＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料
サービスといたします。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円（税込）にてお届けいたします。
＊消費税は申込日時の適用税率に依ります。

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかを で選択ください。）　　□代金引換により支払います。　　□現品到着後請求書により支払います。
＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送
業者に現金でお支払いください。その際、クレジットカードは
ご利用いただけません。
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自治体職員のための　ようこそ地方自治法

住宅市場と行政法―耐震偽装、まちづくり、住宅セーフティネットと法 定価4,860円（本体4,500円）

定価2,160円（本体2,000円）
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板垣勝彦氏
ロングセラー

地方自治法、まずはこれ！ 初めて地方自治法に触れる方のための、“超”入門書

A5判・212頁　定価：本体2,000円＋税板垣勝彦 著

Ⅰ　総論 Ⅲ　まちづくりと行政法

第１章　住宅市場における行政法の役割
第２章　保障国家の見取図としての行政計画
　　　　―住生活基本計画を例に―

第６章　景観利益の私法上の保護と公法的規制
第７章　景観利益と原告適格
第８章　マンション建設と自治体行政
　　　　―国家賠償、住民訴訟、長への求償―
第９章　建築確認の取消訴訟において建築安全

条例に基づく安全認定の違法を主張す
ることの可否

第３章　指定確認検査機関と国家賠償
第４章　制裁的な不利益処分における理由の提

示
第５章　行政による情報提供
　　　　―媒介行政―

第10章　公営住宅法の課題
第11章　災害公営住宅と被災者の生活復興
　　　　―過去の大規模災害から学ぶ法政策― 

Ⅱ　耐震偽装と行政法 Ⅳ　住宅セーフティネットと行政法
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